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MOTOHIRO FUKUCHI   

２月１７日から３月１７日まで広島県議会２月定例会が行われ、

令和７年度当初予算や令和６年度２月補正予算、独立行政法

人広島県立病院機構資金貸付等特別会計条例や「核兵器のな

い世界」の実現に向けたさらなるリーダーシップを求める意見書

等の議案が提出されました。ふくち基弘が所属する民主県政会

からは、西本博之議員（東広島市）が代表質問、柿本忠則議員（東

区）・稲葉清議員（福山市）・瀧本実議員（佐伯区）がそれぞれ一般質問

を行い、県政の課題を質しました。さらに、令和７年度当初予算

について集中的に審議を行う予算特別委員会が設置され、民

令和7年度当初予算、令和6年度２月補正予算等が成立

西本博之議員（東広島市）

○ 令和６年度の事業評価及び令和７年度の予算

 編成方針について

○ 教員の人材確保について

○ 若者の職場定着に向けた取組について

○ 県立病院の経営について

○ 出生率の目標設定と今後の取組について

○ 被爆・終戦８０年の取組について

瀧本実議員（広島市佐伯区）

○ スポーツを活用した地域活性化について

○ 学校部活動の地域連携等に係る現状について

○ 学びの変革の成果について

○ 広島西飛行場跡地の有効活用について

○ 観光振興施策の取組成果について

○ ＤＸの推進により描かれる本県の未来について

柿本忠則議員（広島市東区）

○ 結婚支援について

○ 男性が育児に参画しやすい環境づくりについて

○ 子育てにやさしい生活環境の整備について

○ 奨学金返済支援について

○ 公金収納のキャッシュレス化及びＤＸの推進について

○ 公共交通への財政支援の考え方について

○ 新病院開業に向けた人員確保計画について

稲葉潔議員（福山市）

○ 人口転入促進策について

○ 産科及び小児科医療へのアクセスについて

○ 女性の就労支援について

○ 住宅等の耐震改修について

○ ブルーカーボンの取組について

○ 捕獲鳥獣のジビエとしての活用について

広島県議会の様子

主県政会の桑木良典議員（三原市）が委員長に選任されました。予算特別委員会では、委員となった東保幸議員

（安佐北区）や上野寬治議員（安芸区）が、県財政の課題や新病院の施設基本計画に係る検討状況等について質疑

を行いました。審議の結果、議案はすべて可決成立しました。また、玉井優子副知事の退職に伴い、新しい副

知事として横田美香氏を選任することについて同意しました。（詳細は広島県議会のホームページをご覧ください。）
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広島県議会２月定例会中の３月４日と５日に生活福祉保健委

員会が開かれ、令和７年度当初予算や上程された議案の中で、

生活福祉保健委員会に係る部分について質疑を行いました。

新病院の整備に向けて統合が予定されている、広島病院、安

芸津病院、二葉の里病院それぞれの病院の来年度収支見通し

を質しました。広島病院１９億円の赤字、安芸津病院４億円の

赤字、二葉の里病院４千万円の黒字とのことであり、稼働病床

数増、心疾患治療体制強化、外来紹介患者受け入れ強化等に

病院の収支見通しや里山の再生等について質疑

マリーナホップの跡地は、ひろしまモビリティワー

ルドとして新しい事業に活用されることになってい

ますが、このたび新しい事業実施計画等が示され

ました。ひろしまモビリティワールド事業は、アジア

圏随一の“モビリティ・エンターテイメントの聖地” を

コンセプトに、年間200万人超の集客が見込める施

設を、８５～１００億円の事業費をかけて整備する

というものです。当初の計画から変更して、レストラ

ンや温浴施設、富裕層をターゲットとしたホテルを

追加するとともにサーキット場は拡大することとし

ています。

ひろしまモビリティワールド事業実施計画について

今後のスケジュールは、今年６月から実施設計、１０

月から建設工事着手、２０２７年（令和９年）春頃に開業

を予定しています。

これまで事業者の資金調達状況等が不透明でしたが、

地元の金融機関との具体的な交渉が進められ事業の

サポート体制や融資実行に向けた整備が進んでおり、

事業の実現が可能だと判断できることから、県と事業予

定者の間で今年４月上旬までに本契約を締結する方向

です。

詳細は、https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/611132.pdf をご覧ください。
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より経営改善に取り組む、とのことですが、厳しい経営状況であることは明らかであり、県が負担している運営

費負担金の増額も含めて政策医療に必要な県の負担額について検討するよう要望しました。

また、介護人材の確保に向け引き続き地域医療介護確保総合支援基金を活用して研修費用等の支援に努

めるよう求めました。さらにツキノワグマ対策事業について、農林水産局や地域政策局と連携し共存できるよう

里山再生等クマの生育環境の保護に努めるよう要望しました。
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